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第１ 特定事業の選定に関する事項 

１ 事業の名称 

豊橋市バイオマス資源利活用施設整備・運営事業（以下「本事業」という。） 

２ 事業の目的 

豊橋市では、持続的発展が可能な環境先進都市づくりを目指しており、「第５次豊

橋市総合計画」では、「ともに生き、ともにつくる」の基本理念のもと、「輝き支え

あう水と緑のまち・豊橋」の実現に向けて取り組んでいます。これをより効果的・

計画的に推進するとともに、望ましい上下水道の将来像を具現化するため策定した

「豊橋市上下水道ビジョン」において、環境負荷の小さい下水道を目指し、より一

層の未利用エネルギーの有効活用を図ることとしています。

また、下水道汚泥有効利用に関しては、学識経験者を含む「下水汚泥有効利用検

討会」において検討した結果、基本的方向性として、下水道汚泥の有機分などの資

源を最大限に活用するとともに、長期にわたり安定的な継続が可能な処理処分とす

ることにしています。

本事業では、未利用バイオマス資源のエネルギー利用のため、中島処理場に嫌気

性消化施設を導入します。下水道汚泥に加え、し尿・浄化槽汚泥、一般廃棄物（事

業系生ごみ、家庭系生ごみ）を中島処理場に集約し、混合した上で、微生物による

嫌気性消化（メタン発酵）処理を行うことにより、バイオガスを取り出し、エネル

ギーとしての利活用を行います。これにより、以下の事業効果がもたらされること

を期待しています。

ア 中島処理場の老朽化した汚泥脱水設備等の更新及び汚泥乾燥に係る維持管理コ

ストの削減 

イ 老朽化が進んだ、し尿・浄化槽汚泥及び一般廃棄物を処理する豊橋市資源化セ

ンター（以下「資源化センター」という。）の更新費用の削減 

ウ 様々なバイオマスを集約処理し、発生するバイオガス量を増加させ利活用を図

ることによる温室効果ガスの排出削減 

エ バイオガスの利活用策として、都市ガス管注入、発電等を行うことによるエネ

ルギーの多様化 

また、本事業をＰＦＩ方式により行うことにより、民間事業者のノウハウを生か

し、コスト縮減及び公共サービスの品質向上が図られることを期待します。

３ 公共施設等の管理者の名称 

豊橋市長 佐原 光一 

豊橋市水道事業及び下水道事業管理者 石黒 拓夫 

 （以下、豊橋市上下水道局をあわせて、「市」という。） 
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４ 対象となる公共施設等の概要 

(1) 名称 

豊橋市公共下水道中島処理場 

(2) 事業の対象となる施設 

事業の対象となる施設は、下水道汚泥、し尿・浄化槽汚泥及び生ごみのバイオ

ガス化施設であり、新規整備（既存機械濃縮設備及び汚泥脱水設備の更新を含む。）

及び維持管理・運営を行う施設（以下「本施設」という。）と、維持管理・運営

を行う既存施設（以下「既存施設」という。）で構成されます。 

(3) 処理対象物 

ア 公共下水道汚泥 

イ 地域下水道汚泥（濃縮） 

ウ し尿・浄化槽汚泥 

    以下、ア～ウを併せて「汚泥」という。 

エ 家庭系一般廃棄物（生ごみ） 

オ 事業系一般廃棄物（生ごみ） 

    以下、エ～オを併せて「生ごみ」という。 

    以下、ア～オを併せて「バイオマス」という。 

(4) 施設規模 

ア 汚泥：約 472 ㎥／日（事業期間中においてバイオマスの固形物量が最大とな

る年度の日平均値） 

イ 生ごみ：約 59ｔ／日（事業期間中においてバイオマスの固形物量が最大とな

る処理規模の年度の日平均値） 

５ 事業方式と事業範囲 

本事業は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」

（平成11年法律第117号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき、同法第８条第１項

の規定による選定事業者が当該事業に必要な施設の設計、建設を行った後、市に所

有権を移転し、事業期間を通じて本施設及び既存施設（以下、「本施設等」という。）

の維持管理・運営を行うＢＴＯ（Build-Transfer-Operate）方式とします。 

本施設等の維持管理・運営期間は、施設の供用開始から20年間とします。 

なお、未利用地利活用事業を除き、本事業の実施に必要な土地は選定事業者に無

償で貸付けます。 

本事業における選定事業者の業務範囲は以下の通りです。 

(1) 本施設の設計業務 

ア 基本設計業務 

イ 実施設計業務 
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ウ 設計に伴う各種申請等の業務 

エ 市が実施する近隣説明への協力業務 

オ 設計図書の提出 

カ 完成検査 

(2) 本施設の建設業務 

ア 既存設備（機械濃縮設備、汚泥脱水設備）の撤去及び更新 

イ 建設用地の造成業務 

ウ 建設・更新業務（各種申請業務、近隣調整及び準備調査等含む。） 

エ 供用開始準備業務（試運転業務、遂行体制整備等含む。） 

オ その他建設に必要な関連業務（完工検査、各種申請図書の提出等） 

(3) 本施設等の維持管理・運営業務 

ア 維持管理・運営計画等の策定業務 

イ 維持管理業務 

(ｱ) 点検・保守業務 

(ｲ) 修繕・更新業務 

     事業期間中、選定事業者は、本事業を実施するために、本施設において必要

となる全ての修繕・更新及び既存施設において必要となる全ての修繕を行うこと

とします。 

    なお、既存の汚泥乾燥設備については、事業終了までに撤去することとし、汚

泥利活用方法に応じて、事業期間中の更新又は、発酵後汚泥の利活用のための設

備の建設などを行うこととします。 

ウ 運営業務 

(ｱ) バイオマスの受け入れ管理及び処理（計測、発酵不適物の豊橋市資源化セ

ンター（豊橋市豊栄町字西 530 番地）への運搬、料金徴収代行含む。） 

       発酵不適物の資源化センターへの運搬は、「廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律」（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃掃法」という。）に基づき、選

定事業者から第三者への委託は不可とします。なお、発酵不適物の資源化セ

ンターへの搬入料金は、市の負担とします。 

(ｲ) バイオガスの精製・利活用業務（利活用方法は提案による。） 

 選定事業者は、発生したバイオガスを自らの提案する方法により利活用す

ることができます。また、利活用により得られる収入は、選定事業者の収入

とすることができますが、汚泥・生ごみ量に応じ、市に還元するものとしま

す。 

(ｳ) 試験業務 

(ｴ) 報告業務 

(ｵ) ユーティリティ等の調達・管理業務 

エ その他維持管理・運営に必要な関連業務 



4

(ｱ) 清掃業務 

(ｲ) 警備業務 

(ｳ) 外構維持管理業務 

(ｴ) 危機管理対応業務 

(ｵ) 本施設等のＰＲ業務（パンフレット等作成、見学者対応） 

(ｶ) 地域住民対応業務 

(ｷ) 維持管理の調査・研究のために必要となるデータの整理・協力 

オ 事業終了時の引継ぎ業務 

(ｱ) 事業終了後の市の大規模修繕・更新等業務への提案業務 

(ｲ) 引継業務 

(4) 発酵後汚泥の利活用業務 

発酵後汚泥については、別紙 5 に示す方法により適切に利活用又は処理を

行ってください。

(5) 付帯事業 

ア 未利用地利活用業務 

対象敷地内の未利用地において、選定事業者の独立採算による事業を行うこ

とができます。ただし、本施設の次期更新を考慮し、次期更新敷地相当面積に

ついては、当該未利用地内で確保することとし、利活用不可とします。事業内

容は提案によりますが、下水処理場内における用地貸付けによる事業であるこ

とに留意してください。 

     なお、未利用地利活用業務の実施により新たに発生する費用や、必要な諸手

続き、許認可の取得、近隣説明や近隣対応等はすべて選定事業者の責により行

うものとします。 

    当該業務において使用する敷地の使用料の考え方は募集要項等において示し

ます。 

     未利用地の利活用を提案しない場合は、市が未利用地の利活用について検討

するため、まとまった未利用地を残すように施設の配置を計画してください。 

イ 提案バイオマスの処理業務 

     選定事業者の提案により、本市のバイオマス以外のバイオマスについても

本施設等を活用し、処理することができます。（以下、選定事業者の提案に

よるバイオマスを「提案バイオマス」という。） 

     提案バイオマスの処理により新たに発生する費用や、必要な諸手続き、許

認可の取得、近隣説明や近隣対応等は全て選定事業者の責により行うものと

します。 

     なお、提案バイオマスの処理量に応じて、市に施設利用料を支払う必要が

あります。施設利用料の考え方については、募集要項等において示します。 

     提案バイオマス量については、し尿・浄化槽汚泥、生ごみと提案バイオマ
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スを併せた処理量が、下水道汚泥の処理量を超えないようにしてください。 

(6) 市の業務範囲 

本事業における市の業務範囲は以下のとおりです。 

ア 交付金の申請手続き 

   イ 公共下水道汚泥の送泥、運搬・投入 

   ウ 地域下水道汚泥（濃縮）、し尿・浄化槽汚泥、生ごみの運搬・投入 

   エ 返流水の受入れ 

   オ 再生水の提供 

６ 事業期間 

   本事業の事業期間は平成 26 年 12 月の契約締結から平成 49 年６月までの 22 年６

か月を予定しています。 

              表 1 事業スケジュール（案） 

日程 スケジュール 

平成 26 年 12 月 事業契約の締結 

平成 26 年 12 月～

平成 29 年６月 

設計・建設期間（試運転期間含む。） 

平成 29 年６月 施設の引渡 

平成 29 年７月～ 

平成 49 年６月 

維持管理・運営期間 

７ 選定事業者の収入 

本事業における選定事業者の収入は、市のサービス購入費、バイオガスの利活用

による収入、発酵後汚泥の利活用による収入、未利用地利活用による収入、提案バ

イオマスの処理料及び提案バイオマスから発生するバイオガスの利活用による収入

とします。 

(1) 市のサービス購入費 

     市は、選定事業者が本施設の設計・建設業務、本施設等の維持管理・運営業

務及び発酵後汚泥の利活用（又は処分）を行う対価としてサービス購入費を支

払います。サービス購入費の構成は以下の通りです。 

ア 設計・建設業務の対価 

              表 2 設計・建設業務の対価の支払い方法 

支払い方法 概要 

a  竣工時一括

払い 

本施設の引渡し後、設計業務、建設業務の対価のうち、交付金

に該当する金額を一括で選定事業者に支払う（事業期間中に更

新する施設を除く。）。 
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b  事業期間中

の割賦払い（元

利均等） 

本施設の供用開始時に引渡す施設の設計業務、建設業務の対価

のうち、a 以外の事業費については、維持管理・運営期間にわ

たって選定事業者に四半期ごとに割賦で支払う。 

c  更新時一括

払い 

提案書に基づき、事業期間中に更新又は建設を行う既存の汚泥

乾燥設備について、交付金に該当する金額を更新後に一括で選

定事業者に支払う。 

d  事業期間中

の更新にかかる

割賦払い（元利

均等） 

提案書に基づき、事業期間中に更新又は建設を行う既存の汚泥

乾燥設備の設計業務、建設業務の対価のうち、ｃ以外の事業費

については、更新終了後の維持管理・運営期間にわたって選定

事業者に四半期ごとに割賦で支払う。 

イ 維持管理・運営業務の対価 

      市は、選定事業者が行う本施設等の維持管理・運営業務に対する対価を、

サービス購入費として維持管理・運営期間にわたり、四半期ごとに支払いま

す。 

サービス購入費は、固定料金と変動料金で構成されるものとします。変動

料金は、バイオマスの処理量に従い変動する費用（燃料費、光熱水費、薬剤

費、消耗品費等）とし、従量制（処理量実績×提案単価）で支払います。 

なお、提案単価は、バイオガスの利活用により得られる収入をあらかじめ

考慮し差し引いた提案額とします。提案単価がマイナスの額になることも想

定しています。 

ウ 発酵後汚泥の利活用業務の対価 

(ｱ) 有価物としての利活用 

有価物として市から買い取り販売する発酵後汚泥の利活用にかかる費用（市

からの買い取り費用、運搬費等）については、販売による対価による独立採算

とし、市からのサービス対価は支払いません。 

      なお、有価物として選定事業者が利活用する量は提案によります。 

(ｲ) 非有価物としての処理 

全体の TS 量から、（ｱ）選定事業者により利活用した量（提案量）を差し引

いた TS 量（ｔ）に対し、提案単価（円/ｔ）から実際の処理量に応じて、資

固定料金 変動料金 

維持管理 

固定費（人

件費、維持

管理委託費

等） 

地域下水道・し尿浄化槽汚泥処理単価（●円/ｔ）

生ごみ処理単価（●円/ｔ） 

汚泥処理量（ｔ） 

生ごみ処理量（ｔ） 

＋

維持管理

・ 

運営業務

の対価 

=

＋

×

×

公共下水道汚泥処理単価（●円/㎥） 汚泥処理量（㎥） ＋ ×
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源化センターにおける処理費を差し引いた額をサービス対価として支払いま

す。提案単価には、資源化センター等への運搬費用及び処理費が含まれます。

なお、資源化センター等での処理費については、実際の処理量に応じ、サー

ビス対価を減額することとし、資源化センター等での直接支払いは発生しま

せん。 

非有価による処

理に関するサー

ビス対価 

＝

非有価に関す

る提案 TS単価

（円/ｔ） 

×

TS 量（全体―

（ア）の提案）

（ｔ） 

－

資源化センターにおけ

る処理費（実際の処理量

に応じた額） 

(ｳ) 市による緑農地還元 

      市が直接緑農地還元を行うために引き取りを求めた場合は、以下の方法に

よりサービス対価を支払います。 

非有価によ

る処理に関

するサービ

ス対価 

＝

非有価に

関する提

案 TS 単価

（円/ｔ）

× 

TS 量（全

体―（ア）

の提案）

（ｔ） 

―

市が引き

取った量

（TS量換

算）（ｔ）

― 

資源化センター

における処理費

（実際の処理量

に応じた額） 

エ 選定事業者自らの収入 

(ｱ) バイオガスの利活用による収入 

     バイオガスの利活用による収入を、市に一部還元した上で、自らの収入とす

ることができます。 

(ｲ) 発酵後汚泥の利活用による収入 

発酵後汚泥の利活用による収入を自らの収入とすることができます。 

(ｳ) 未利用地利活用による収入（付帯事業） 

     未利用地利活用事業による収入を自らの収入とすることができます。 

(ｴ) 提案バイオマスの処理による収入（付帯事業） 

     事業者の提案による処理対象物の処理による収入を自らの収入とすることが

できます。 
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オ 市と選定事業者の収支関係 

 豊橋市と選定事業者の主な収支の関係は以下のとおりです。 

※バイオガスの利活用については、場内利用を提案する場合は、サービス購入型となり

ます。 

図 1 対象業務の考え方と事業類型、収支関係 

８ 都市計画変更 

    市は、都市計画変更手続きに先立ち、平成 26 年６月までに生活環境影響調査を

終了し、契約締結までに当該施設の一般廃棄物処理施設としての都市計画変更を

行う予定です。 

９ 特定事業の選定及び公表 

(1) 選定基準 

本事業をＰＦＩ法に基づく事業として実施することにより、事業期間にわた

り、従来の公共事業にて実施した場合に比べ、市の財政支出額が同等以下で、か

つ、公共サービス水準の向上が期待できる場合には、本事業を特定事業として選

定します。 

(2) 選定方法 

ア 市の財政支出見込額の算定に当たっては、選定事業者からの税収その他の収

入等の適切な調整を行い、将来の費用と見込まれる財政支出額の総額を算出の

上、これを現在価値に換算することにより評価を行います。 
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イ 市が提供を受けるサービスの水準は、できる限り定量的な評価を行うことと

しますが、定量化が困難な場合には客観性を確保した上で定性的な評価を行い

ます。 

(3) 選定結果の公表 

本事業を特定事業として選定した場合には、その判断の結果を評価の内容と

併せて、速やかに公表します。 

なお、特定事業に選定しないことにした場合にも、その旨を公表します。 
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第２ 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 募集及び選定の方法 

  本事業における民間事業者の募集及び選定は、公募型プロポーザル方式により行

う予定です。 

２ 民間事業者の募集・選定スケジュール（予定） 

民間事業者の募集・選定スケジュール（予定）は次のとおりとします。 

         表 3 民間事業者の募集・選定スケジュール（予定） 

日    程 ス ケ ジ ュ ー ル 

平成 25 年 11 月下旬 実施方針の公表 

11 月下旬～12 月中旬 実施方針に関する意見受付 

12 月上旬 実施方針に関する説明会の開催 

12 月中旬 直接対話（第１回）の実施 

平成 26 年 １月 特定事業の選定・公表 

４月 募集要項等の公表 

４月 募集要項等に関する質問の受付・回答① 

６月 参加表明書の受付 

６月 直接対話（第２回）の実施 

６月 募集要項等に関する質問の受付・回答② 

８月 提案書の受付 

10 月 優先交渉権者の決定 

10 月 基本協定の締結 

11 月 仮契約の締結 

12 月 事業契約の議決 

３ 応募者の資格等 

(1) 応募者の構成等 

ア 本事業の応募者は、本施設の設計業務にあたる者（以下「設計企業」という。）、

本施設の建設業務にあたる者（以下「建設企業」という。）及び本施設等の維持

管理・運営業務にあたる者（以下「維持管理・運営企業」という。）を含むもの

とします。 

イ 設計企業、建設企業及び維持管理・運営企業のうち複数を、一企業が兼ねる

ことを認めます。 

ウ 応募者は、参加資格確認申請書の提出時に構成企業名及び協力企業名並びに

当該企業の担当する業務を明らかにしてください。なお、構成企業とは、(6)

に示す特別目的会社に対して出資する者であり、特別目的会社が直接業務を委

託し、又は請負わせることを予定する者をいい、協力企業とは、特別目的会社

に対して出資は行わない者であり、特別目的会社が直接業務を委託し、又は請

負わせることを予定する者をいいます。 

エ 応募者は構成企業の中から代表となる企業（以下「代表企業」という。）を定
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めてください。 

オ 応募者の構成企業及び協力企業並びにその企業と資本面若しくは人事面にお

いて関連がある者は、他の応募者の構成企業及び協力企業となることはできま

せん。なお、「資本面において関連がある」とは、一方の会社が他方の会社の総

株主の議決権の 100 分の 50 を超える、又は有限会社の総社員の議決権の 100

分の 50 を超える議決権を有する場合をいい、「人事面において関連がある」と

は、一方の株式会社の代表取締役又は有限会社の取締役が他方の株式会社の代

表取締役又は有限会社の取締役を兼職している場合をいいます。 

(2) 構成企業及び協力企業の制限 

次のいずれかに該当する者は、応募者の構成企業及び協力企業になることはで

きません。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する

者 

イ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 17 条若しくは第 18 条の規定による破産

手続開始の申立て、又は同法附則第３条の規定によりなお従前の例によること

とされる破産事件に係る同法施行による廃止前の破産法（大正 11 年法律第 71

条）第 132 条又は第 133 条の規定による破産申立てがなされている者 

ウ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 条）第 17 条の規定による更生手続開始の

申立て、又は同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更

生事件に係る同法施行による改正前の会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号）に

基づく更生手続開始の申立てがなされている者 

エ 民事再生法（平成 11 年法律 225 号）第 21 条の規定による再生手続開始の申

立て、又は平成 12 年３月 31 日以前に、同法附則第３条の規定によりなお従前

の例によることとされる和議事件にかかる同法施行による廃止前の和議法（大

正 11 年法律第 72 号）第 12 条第１項の規定による和議開始の申立てがなされて

いる者 

オ 清算中の株式会社である事業者について、会社法（平成 17 年法律第 86 号）

第 511 条に基づく特別清算の申立てがなされている者 

カ 参加資格確認申請書を提出する時までに直近２か年の国税、都道府県税及び

市町村税を滞納している者 

キ 市が本事業のアドバイザー業務を委託している者及び当該アドバイザー業務

において提携関係にある者、またこれらの者と資本面若しくは人事面において

関連がある者。なお、本事業のアドバイザー業務及び当該アドバイザー業務に

おいて提携関係にある者は以下のとおりです。また、「資本面若しくは人事面に

おいて関連がある」の定義については、(1)の記載事項を参照してください（ク

において同じ。）。 

(ｱ) 八千代エンジニヤリング株式会社 
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(ｲ) アンダーソン・毛利・友常法律事務所 

ク 本事業にかかる審査委員会の審査委員及び審査委員と資本面若しくは人事面

において関連がある者 

ケ 参加資格確認申請書の提出から優先交渉権者として決定されるまでの間にお

いて、市の指名停止措置を受けた者 

コ 参加資格確認申請書の提出から優先交渉権者として決定されるまでの間にお

いて、「豊橋市が行う事務又は事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成 23

年３月 30 日付け豊橋市長・愛知県豊橋警察署長締結）に基づく排除措置を受け

た者 

(3) 応募者の参加資格要件 

応募者は、本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力、効率的かつ

効果的に実施できる経験及びノウハウを有していなければなりません。 

また、各業務にあたる企業は、以下の要件を満たす必要があり、複数の業務を

同一の企業が兼ねる場合においても、当該要件を満たす必要があります。 

ア 設計企業 

(ｱ) 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士

事務所の登録を行っていること。 

(ｲ) 平成 26・27 年度に豊橋市が発注する建築工事等の契約に関し競争入札に

参加する者に必要な資格を有し、その希望する業種が設計であること。 

(ｳ) 設計企業は、平成 16 年度以降に、下水道汚泥からバイオガスを回収しエ

ネルギー利用を行う施設及び下水道汚泥を除くバイオマスからバイオガス

を回収しエネルギー利用を行う施設を設計した実績を有すること。 

(ｴ) 設計企業が単独の場合は、上記(ｱ)から(ｳ)の全ての要件を満たすこと。複

数の場合は、(ｱ)及び(ｲ)の要件は全ての者が満たし、(ｳ)の要件は複数の者

で満たせば良いものとします。 

イ 建設企業 

(ｱ) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下「建設業法」という。）第３条

の規定による、建築一式工事、管工事、機械器具設置工事、清掃施設工事、

水道施設工事、電気工事及び土木一式工事につき、特定建設業の許可を有

していること。ただし、建設工事に関する業務に当たる者が複数である場

合は、複数の者で満たせば良いものとします。 

(ｲ) 平成 26・27 年度に豊橋市が発注する建設工事等の契約に関し競争入札に

参加する者に必要な資格を有し、その希望する業種が、建築一式工事、管

工事、機械器具設置工事、清掃施設工事、水道施設工事、電気工事及び土

木一式工事であること。ただし、建設工事に関する業務に当たる者が複数

である場合は、複数の者で希望する業種を満たせば良いものとします。 

(ｳ) 建設業法に規定する電気工事に係る経営事項審査結果の総合評定値が
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1100点以上、機械器具設置工事に係る経営事項審査結果の総合評定値が 900

点以上、清掃施設工事に係る経営事項審査結果の総合評定値が 1100 点以上

であること。ただし、建設工事に関する業務に当たる者が複数である場合

は、複数の者で満たせば良いものとします。 

(ｴ) 平成 16 年度以降に、下水道汚泥からバイオガスを回収しエネルギー利用

を行う施設及び下水道汚泥を除くバイオマスからバイオガスを回収しエネ

ルギー利用を行う施設を、元請として施工した実績を有すること。ただし、

建設工事に関する業務に当たる者が複数である場合は、(ｳ)の参加資格を満

たす者複数で満たせば良いものとします。 

(ｵ) 建設企業が単独の場合は、必ず(ｱ)から(ｴ)を全て満たし、(6)に示す特別

目的会社に対する出資を行うこと。 

(ｶ) 建設企業が複数の場合は、全ての企業は(ｱ)から(ｲ)に示すいずれかの工事

に関する特定建設業許可と、対応する市の競争入札参加資格者名簿に登録

されているものとします。 

上記(ｱ)から(ｴ)の要件については、複数の者ですべての要件を満たすこと

とし、そのうち(ｴ)の要件を満たす者の少なくとも１社は、(6)に示す特別

目的会社に対する出資を行うこと。 

ウ 維持管理・運営企業 

    (ｱ) 平成 26・27 年度に豊橋市が発注する施設維持管理等の契約に関し競争入

札に参加する者に必要な資格を有していること。 

    (ｲ) 下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第 22 条第２項に規定する政令で定め

る資格者を配置でき、国土交通省に下水道処理施設維持管理業の登録をして

いること。 

    (ｳ) 廃掃法第 21 条第３項に規定する政令で定める資格者を配置できること。 

(ｴ) 平成 16 年度以降に、下水道汚泥からバイオガスを回収しエネルギー利用

を行う施設及び下水道汚泥を除くバイオマスからバイオガスを回収しエネ

ルギー利用を行う施設の、維持管理・運営業務実績（１年以上）を有するこ

と。 

(ｵ) 維持管理・運営企業が単独の場合は、(ｱ)から(ｴ)全てを満たすこと。複数

の者で実施する場合は、上記(ｱ)については全ての者が満たすこととし、(ｲ)

から(ｴ)の要件については、複数の者で満たせば良いものとします。 

エ その他企業 

     ア～ウに示す業務以外の業務を実施する企業が構成企業又は協力企業とし

て参画する場合は、平成 26・27 年度に市が発注する契約に関し競争入札に参

加する者に必要な資格を有していること。 

(4) 参加資格の確認及び失格要件  

市は、応募者から提出された参加資格確認申請書について速やかに確認を行っ
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た後に、各応募者に対して参加資格要件を満たしているか否かを通知します（通

知の発送日を「参加資格確認通知日」とします。）。 

なお、資格確認通知を受けた応募者の構成企業又は協力企業のいずれかが、以

下に該当した場合は失格とします。 

ア 参加資格確認通知日以降、優先交渉権者決定までの期間に上記第２の３(2)

及び(3)において定める資格要件を欠くような事態が生じた場合 

イ ４(2)に示す審査委員会の委員に対して自己に有利になるような接触等の働

きかけを行った場合 

(5) 構成企業又は協力企業の変更 

参加表明書により参加の意思を表明した後は、応募者の構成企業又は協力企業

の追加及び変更は原則として認めません。ただし、市はやむを得ないと判断した

場合は、(6)イに示す代表企業を除き、認めることがあります。 

(6) 特別目的会社の設立 

ア 優先交渉権者は、仮契約締結までに本事業を実施する会社法に定める株式会

社として特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）を市内に設立することを要件

とします。 

イ 応募者の構成企業はＳＰＣ に出資することとします。構成企業のうち代表企

業の出資率は、出資者中最大となるようにしてください。また、構成企業の出

資比率の合計は、全体の 50％を超えるものとします。 

ウ 原則として、全ての出資者は、事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を保有

することとします。また、譲渡、担保権の設定その他の処分を行うに当たって

は、市の承諾が必要です。また、この場合においても、構成企業の出資比率の

合計は、全体の 50％を超えるものとし、代表企業の出資率は、出資者中最大と

します。 

４ 審査及び事業者決定の手続き 

  （1）提案書の審査は、あらかじめ定める事業者選定基準に基づき、学識経験者及び

市職員で構成する「豊橋市バイオマス資源利活用施設整備・運営事業審査委員会」

（以下「審査委員会」という。）が、最優秀提案者及び次点提案者を選定します。 

  （2）市は審査委員会の審査結果を基に、最優秀提案者及び次点提案者を決定します。 

ア 審査は、提案価格のほか、設計、建設、維持管理、運営、バイオガス及び発

酵後汚泥の利活用方法等の提案内容、事業計画の妥当性・確実性等の面から総

合的に評価します。 

イ 審査結果は、事業契約締結後、速やかに公表します。 

ウ 事業者選定基準については、募集要項等の公表時に公表します。 
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第３ 選定事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

１ 基本的な考え方 

本事業における責任分担の基本的な考え方は、市と選定事業者が適正にリスクを分

担することにより、より低廉で質の高いサービスの提供を目指すものです。この考え

方に基づいて、市及び選定事業者間における設計・建設段階、維持管理・運営段階等

におけるリスク分担表を別紙-１に示します。

２ 事業の実施状況のモニタリング 

(1) モニタリングの実施 

市は、選定事業者が実施する施設の設計、建設、維持管理、運営等の実施状況に

ついて、モニタリングを行い、事業契約で定められた性能基準、サービス水準を選

定事業者が遵守していることを確認するとともに、選定事業者の財務状況を把握し

ます。モニタリングの方法、内容等については、募集要項等に定めます。 

なお、モニタリングに必要な費用は原則として市が負担しますが、モニタリング

に必要な書類の整備等については、選定事業者の責任及び費用負担により行うこと

とします。

(2) モニタリング結果の対応 

市は、モニタリングの結果、選定事業者が事業契約に定める性能基準・サービス

水準及び契約条項を満たしていないと判断する場合は、選定事業者に改善勧告を行

い、改善策の提出実施を求めることができます。市が改善勧告を行ったにもかかわ

らず、当該勧告対象となった事項が改善されない場合、一定のルールに基づく市か

らのサービス対価の減額等の措置を行います。 

改善勧告、サービス対価の減額等の具体的な手続き等は募集要項等に定めます。 

３ 事業期間終了後の措置 

選定事業者は、事業期間終了時に本施設を、引継時における施設の要求水準を満足

する状態で、市に引き継ぐものとします。 

また、付帯事業についての事業期間終了後の措置については、募集要項等に定めま

す。 
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第４ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

１ 立地条件等 

立地場所 豊橋市神野新田町字中島１-２ほか（別紙-２ 参照）  

対象敷地 全体敷地：約 291,380 ㎡   

建設用地：約 75,000 ㎡  （別紙-３ 参照） 

都市計画法区

域区分 

市街化調整区域 

２ 施設構成の概要 

  市が想定する施設構成の概要は以下の通りです。現時点の想定であり、民間事業

者による追加又は代替提案は可能です。 

(1) 施設構成の概要 

図２ 施設構成の概要 

※汚泥乾燥設備は、現在設備があり、事業期間中の更新とする。
　時期は提案による。ただし、１号乾燥機は平成２８年度まで、2号汚泥乾燥設備につ
いては平成33年度まで、乾燥汚泥コンベヤは平成30年度まで更新不可とする。

生汚泥

生汚泥（場外）

重 力

濃縮槽

余剰汚泥

余剰汚泥（場外）

余剰汚泥
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沈砂槽 ｽｸﾘｰﾝ 濃縮機

ﾎﾟﾘﾏｰ

機械濃縮

生ごみ

受入ﾎｯﾊﾟ

生ごみ

破砕機

破砕分別

装置

事業系一般廃棄物
可溶化槽

発酵不適物
(場外処分)

原料

貯留槽

分離液
(水処理へ)

濃縮汚泥

貯留槽

汚泥※

脱水機

メタン

発酵槽

蒸気

ボイラ

汚泥

洗浄槽

分離液
(水処理へ)

一次精製
ガス

ホルダ

オフガス

分離液
(水処理へ)

脱水助剤

脱水汚泥

ホッパ

汚泥

乾燥機

利活用のため

の設備

汚泥混合槽設備 汚泥脱水設備 汚泥乾燥設備※

汚泥濃縮設備

受入・前処理設備 メタン発酵設備

ガス精製設備（一次） ガス精製設備（提案による）

地域下水道汚泥

施設建設の範囲

維持管理の範囲

家庭系一般廃棄異物

混合貯留槽

濃縮汚泥（場外）

①

② ③ ④ ⑤

⑥
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(2) 本施設の概要 

区  分 処理能力・規模 備考 

①前処理設備 121.9ｍ3/日（最大）

～81.5ｍ3/日（最小）

地域下水道汚泥、し尿・浄化槽汚泥発生量の

将来予測値から算出 

②前処理設備（生ごみ） 58.8ｔ/日（最大）

～55.1ｔ/日（最小）

生ごみ（一般廃棄物）将来予測値から算出 

③メタン発酵槽 －

④一次精製 12,795Nm3/日（最大）

～12,242Nm3/日（最小）

固形物量から算出した想定値 

⑤ガスホルダ －

⑥汚泥洗浄槽 －

⑦汚泥脱水機（更新） － 参考：現有設備能力 

・真空脱水方式：4 基 

・1 台あたりの平均稼働時間：約 9.2hr/日 

・注入薬品：塩化第二鉄、消石灰 

・投入濃縮汚泥 96.9%(VTS：66.3%)→脱水

汚泥 81.2%

⑧機械濃縮（更新） － 参考：現有設備能力 

・２５㎥／ｈ   ３基 

・３０㎥／ｈ   １基

表４ 本施設の概要 

(3) 維持管理対象施設の概要 

区  分 処理能力・規模等 

重力濃縮槽 ＲＣ造 直径 11ｍ×Ｈ7.3ｍ  ２槽 

余剰汚泥貯留槽 ＲＣ造 1,000 ㎥ 

濃縮汚泥貯留槽 ＲＣ造 440 ㎥ 

汚泥乾燥機 直接熱風方式 60ｔ／日 ２基 

※汚泥乾燥設備は、事業期間中の更新とする。 

 時期は提案による。ただし、１号乾燥機は平成 28 年度まで、

２号汚泥乾燥設備については平成 33 年度まで更新不可とし、

乾燥汚泥コンベヤは平成 30 年度まで更新不可とする。  

表５ 維持管理対象施設の概要 

３ 予測バイオマス量 

  予測バイオマス量については、別紙-４をご確認ください。 
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第５ 事業契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

１ 係争事由に係る基本的な考え方 

事業契約の解釈について疑義が生じた場合、市と選定事業者は、誠意をもって協

議するものとし、協議が整わない場合は、事業契約に規定する具体的措置に従いま

す。 

２ 管轄裁判所の指定 

事業契約に関する紛争については、名古屋地方裁判所豊橋支部を第一審の専属管

轄裁判所とします。 
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第６ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

本事業の継続が困難となった場合には、その発生の事由ごとに、次の措置をとる

こととします。 

１ 選定事業者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

(1) モニタリング結果に基づく是正措置等 

市は、選定事業者が事業契約で定める条件に違反した場合、又は選定事業者によ

り提供されるサービスが要求水準を満たさないと判断した場合には、選定事業者に

対して業務の改善勧告及びサービス対価の減額等を行うことができます。 

(2) モニタリング結果に基づく契約解除 

市は、業務の改善勧告を行ったにもかかわらず、選定事業者が一定の期間内に改

善措置を講じなかった場合、又は改善することができなかった場合には、市は事業

契約を解除することができます。 

また、市は、選定事業者が改善措置を講じてもなお、サービスの提供に重大な障

害の発生が懸念される場合、又は業務遂行能力の回復が困難であると判断した場合

には、事業契約を解除することができます。ただし、市は、事業契約を解除する前

に、選定事業者に対して一定の猶予期間を与える場合があります。 

(3) 選定事業者の倒産等による事業契約の解除 

市は、選定事業者の倒産、財務状況の著しい悪化、その他選定事業者の責めに帰

すべき事由により、本事業の継続が困難と合理的に判断される場合には、事業契約

を解除することができます。 

(4) 損害賠償 

(2)及び(3)により市が事業契約を解除した場合、選定事業者は市に生じた損害を

賠償する必要があります。 

２ 市の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

(1) 事業契約の解除 

市の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難と合理的に判断される場合、選

定事業者は事業契約を解除することができます。 

(2) 損害賠償 

前項により選定事業者が事業契約を解除した場合、市は選定事業者に生じた損害

を賠償します。 

３ 当事者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困難となった場合 

   不可抗力その他市及び選定事業者の責めに帰することのできない事由により事業

の継続が困難となった場合、市及び選定事業者双方は、事業継続の可否について協

議するものとします。一定の期間内に協議が整わないときは、それぞれの相手に事

前に書面によりその旨通知することにより、市及び選定事業者は契約を解除するこ

とができるものとします。 
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４ その他 

その他本事業の継続が困難となった場合の措置の詳細は、事業契約に定めます。 

５ 金融機関との協議 

市は、本事業の安定性、継続性の確保のために必要がある場合には、選定事業者に

資金提供を行う金融機関と協議を行い、直接協定（ダイレクトアグリーメント）を結

ぶことを予定しています。 
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第７ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

１ 法制上及び税制上の措置 

選定事業者が本事業を実施するに当たり、法令の改正等により、法制上又は税制

上の措置が適用されることとなる場合は、それによることとします。 

２ 財政上及び金融上の支援 

選定事業者が本事業を実施するに当たり、財政上及び金融上の支援を受けること

ができる可能性がある場合は、市はこれらの支援を事業者が受けることができるよう

努めます。 
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第８ その他特定事業の実施に関し必要な事項 

１ 議会の議決 

 市は、全事業期間にわたる本事業の財源を確保するため、債務負担行為の設定等

に関する議案を議会に提出し、必要な措置を講じる予定です。 

 また、市は、事業契約の締結にあたり、あらかじめ議会の議決を経る予定です。 

２ 参加に伴う費用負担 

 本事業の参加に係る費用については、全て参加者の負担とします。 

３ 実施方針に関する説明会の開催等 

(1) 説明会の開催 

この「実施方針」の内容について、次により説明会及び現地見学会を開催します。 

ア 日時 

          説明会：平成 25 年 12 月２日（月）午前 10 時 30 分～ 

     現地見学会：平成 25 年 12 月２日（月）午後１時～ 

イ 場所 

     中島処理場（豊橋市神野新田町字中島 75-2）管理棟１階 会議室 

ウ 参加者 

 本事業に参加を希望する民間企業とし、１社につき２名までとします。 

出席を希望の方は、別紙-６に記載する実施方針説明会参加申込書を第８の５

の連絡先へ電子メール（添付ファイル）又は FAX にて、平成 25 年 11 月 28

日（木）午後５時までに返送してください。 

 なお、市が実施方針説明会参加申込書を受信したときは、電子メール又は

FAX により、市の受信確認通知を各申込者に対して返信します。市からの受

信確認通知が無い場合は、必ず第８の５の連絡先へ電話により確認を行って

ください。 

(2) 質問・意見等の受付 

ア この「実施方針」に関して質問・意見等がある場合には、別紙-７の様式に記

入し、ウの提出期間内（土曜日、日曜日及び祝祭日を除く。）に直接第８の５の

連絡先へ持参又は電子メール（添付ファイル）により送るものとします。電話

での受付は行いません。なお、市が質問・意見書を受信したときは、電子メー

ル又は FAX により、市の受信確認通知を質問・意見等の各提出者に対して返信

します。市からの受信確認通知が無い場合は、必ず第８の５の連絡先へ電話に

より確認を行ってください。 

イ 質問･意見書の提出に際しては、別紙-７の様式を使用し、使用するソフトは

MS Excel2007 とし、電子データで提出してください。 
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ウ 提出期間 

  平成 25 年 11 月 25 日（月）～平成 25 年 12 月６日（金）午後５時までとしま

す。 

  持参の場合の提出時間は、午前９時から午後５時の間とします。 

エ 意見書、質問書に対するヒアリング 

提出された質問・意見書のうち、市において確認が必要と判断したものにつ

いては、質問又は意見を提出した者に対して直接ヒアリングを行う場合がありま

す。 

(3) 意見書、質問書に対する回答等 

提出された質問書に対する回答書は、豊橋市ホームページで閲覧できる他、上

下水道局総務課にて、平成 25 年 12 月 26 日（木）～平成 26 年３月 31 日（月）ま

で閲覧可能です（土曜日、日曜日及び祝祭日を除く。）。上下水道局総務課による閲

覧時間は、午前９時から午後５時の間とします。 

４ 民間事業者との直接対話 

 本事業の主旨の理解促進を図るため、募集要項等の公表に先立ち、民間事業者と

の直接対話を実施します。 

(1) 開催日時 

平成 25 年 12 月 12 日（木）  午前 10 時～午後０時 午後 1 時～午後 4 時 

(2) 参加申込 

別紙-８「直接対話の申込書」に記入し、次の申込期限までに「第８の５連絡

先」に示す連絡先へ E-mail により提出してください。また、件名は「豊橋市バ

イオマス資源利活用施設整備・運営事業・直接対話申込 ●●」（●●は提出企

業名）としてください。 

(3) 申込期限 

平成 25 年 12 月４日（水） 午後５時 

(4) 参加人数 

１社３名以内としてください。 

(5) 対話内容 

原則非公表としますが、市の判断により、募集要項等に反映することがありま

す。なお、対話内容は優秀提案を選定する際の審査内容に影響するものではなく、

また応募者の提案内容及び提案金額を拘束するものではありません。 

５ 連絡先 

〒440-8502 愛知県豊橋市牛川町下モ田 29 番地の１ 

豊橋市上下水道局 総務課 財務グループ（公共下水道） 

TEL ：0532-51-2705 FAX ：0532-51-2708 

E-Mail： water-somu@city.toyohashi.lg.jp



別紙-１ リスク分担表

市と PFI 事業者とのリスク分担については、下表を想定している。 

段階 リスク分類 番号 リスクの内容 
負担者 

備考 市 PFI

事業者

共

通

募集要項等提示資

料リスク 
1
募集要項等提示資料の誤りに関するもの、変

更に関するもの等 
○

応募リスク 2 応募費用の負担  ○

契約締結（未締

結・遅延）リスク

3
市の事由により契約が結べない、または遅延

によるもの 
○

4
PFI 事業者の事由により契約が結べない、ま

たは遅延によるもの 
○

5

市、PFI 事業者いずれの責でもない事由によ

り、契約が結べない（議会の議決が得られな

い場合を含む。）、または契約手続きが遅延し

た場合 

△ △

双方責任を負わない（損

害賠償請求は行わな

い。）。 

資金調達リスク 6 PFI事業者の必要な資金の確保に関するもの ○

支払遅延・支払不

能リスク 

7
市の支払いの遅延又は不能 

○
市は事業者に遅延利息

を支払う。 

8
PFI 事業者の市への支払いの遅延又は不能

○
事業者は市に遅延利息

を支払う。 

制度 

関連 

リスク

行政リス

ク 
9
市の事業方針の変更によるもの 

○

法制度リ

スク 

10
本事業に類型的又は特別に影響を及ぼす法

制度の新設、変更に関するもの 
○

11上記以外の法令変更又は新設に関するもの ○

許認可取

得・維持

リスク 

12

市が取得すべき許認可の取得・維持に関する

もの ○

ただし、PFI 事業者の債

務不履行による場合を

除く。 

13
PFI 事業者が取得すべき許認可の取得・維持

に関するもの 
○

ただし、市の債務不履行

による場合を除く。 

税制度リ

スク 

14法人税等収益関係税の変更に関するもの ○

15
上記以外の変更（消費税及び地方消費税の成

立変更含む。） 
○

社会 

リスク

住民対応

リスク 

16
事業内容等事業そのものに対する住民の反

対運動等が生じた場合 
○

17

PFI 事業者による調査・設計・建設・維持管

理・運営等に関する住民の反対運動、訴訟等

が生じた場合 

 ○

第三者賠

償 

リスク 

18
市の提示条件又は指示を直接の原因として

第三者に及ぼした損害 
○

19
上記以外の事由を原因として第三者に及ぼ

した損害 
○

環境問題

リスク 
20

PFI 事業者が行う調査、設計、建設、維持管

理運営における騒音、悪臭、振動、等、環境

保全に関するもの 

 ○

債務不履行リスク

21 PFI 事業者の事業放棄、破綻によるもの  ○

22
改善勧告に関わらずサービスレベル回復の

見込みがない場合 
 ○

23市の都合により本事業が継続されない場合 ○

不可抗力リスク 24

戦争、風水害、地震等、第三者の行為その他

自然又は人為的な現象のうち、通常の予見可

能な範囲を超えるもの 

○ △

一定の金額・割合等まで

は PFI 事業者が負担す

る。 

24



段階 リスク分類 番号 リスクの内容 
負担者 

備考 市 PFI

事業者

共

通

金利変動リスク 

25
提案時から金利基準日（しゅん工日）までの

金利変動  ○

26
金利基準日（しゅん工日）以降に発生する利

息に係る金利変動 ○ ○
基準金利等の見直しを

実施する予定 

物価変動リスク 

27

施設供用前（設計・建設に係る費用）の物価

変動 

 ○

材料費の高騰や燃料費

の高騰により、やむをえ

ない事情がある場合は、

市と選定事業者との協

議の上、見直すことがあ

る。 

28

施設供用後（維持管理運営に係る費用）の物

価変動 ○ △

一定の金額・割合等まで

は PFI 事業者が負担す

る。 

知的財産権侵害の

リスク 
29

本事業の実施に当たり第三者の知的財産権

等を侵害し、又は PFI 事業者が作成した成果

物等が第三者の知的財産権等を侵害した場

合に、第三者に生じた損害の賠償 

△ ○

PFI 事業者は市に生じた

損害費用についても補

償する。ただし、市の指

定に起因する場合は市

が第三者に補償する。

情報漏洩リスク 
30市の帰責事由によるもの ○

31 PFI 事業者の帰責事由によるもの ○

業務実施企業等に

関するリスク 
32

業務を委託し、又は請け負わせる企業(業務

実施企業)その他の第三者（その使用人を含

む。）の使用に係る責任 

○

市の関連業務に関

するリスク 
33

市が本事業に関連して別途発注する業務に

おいて市が使用する第三者（その使用人を含

む。）に係る責任 
○

PFI 事業者による当該第

三者との調整が不適当

であったと認められる

場合を除く。 

要求水準リスク 34
建設された施設・設備や維持管理運営業務水

準が要求水準を下回った場合 
○

付帯事業実施にか

かるリスク 
35

PFI事業者の提案による付帯事業の実施に関

するもの 
○

設

計

段

階

設計変更リスク 

36
市の事由により設計変更が生じ費用が増加

する場合 
○

37
PFI事業者の事由により設計変更が生じ費用

が増加する場合 
 ○

測量・調査リスク

38市が実施した測量・調査に関するもの ○

39
PFI 事業者が実施した測量・調査に関するも

の 
 ○

遅延リスク 

40
市の事由により詳細設計が一定期間に完結

せず費用増加をもたらす場合 
○

41
PFI事業者の事由により詳細設計が一定期間

に完結せず費用増加をもたらす場合 
○

建

設

段

階

用地リスク 

42建設に関する用地の確保 ○

43建設に関する資材置き場の確保  ○

44地中障害物、土壌汚染に関するもの ○

建設費増大リスク
45

市の要請による費用超過、建設遅延によるも

の 
○

46上記以外のもの  ○

工事遅延・未完リ

スク 

47
市の要請による工事の遅延または完工しな

い場合 
○

48上記以外のもの  ○
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段階 リスク分類 番号 リスクの内容 
負担者 

備考 市 PFI

事業者

設備機器・備品等

納品遅延リスク 
49

PFI 事業者が納品する設備、備品等の納品遅

延に関するもの  ○

工事監理リスク 50工事監理に関するもの  ○

一般的損害リスク 51

仕様前の設備・原材料の盗難、関連工事に関

して生じた施設の損傷、または事故による第

三者への賠償等に関するもの 

 ○

譲渡手続きリスク 52
施設譲渡の手続きに伴う諸費用に関するも

の 
 ○

維

持

管

理

・

運

営

段

階

計画変更リスク 
53

市が提示した維持管理運営業務に関する計

画や前提条件の変更によるもの 
○

維管理費増大リスクと

同じ内容なため削除し

たい。 54上記以外のもの ○

施設・設備瑕疵リ

スク 

55

既存施設・設備の瑕疵によるもの 

○ △

PFI 事業者の維持管理が

適切になされていなか

った場合を除く。 

56
瑕疵担保期間中に施設(新設)の瑕疵が発見

された場合 
 ○

警備リスク 57
PFI 事業者の不備によるもの ○

上記以外のもの ○

施設・設備損傷リ

スク 

58市の帰責事由によるもの ○

59 PFI 事業者の帰責事由によるもの  ○

60

第三者によるもの 

○ △

PFI 事業者の管理義務の

懈怠により発生したも

のは PFI 事業者 

事故発生リスク 
61

市又は市が別途発注した事業者の帰責事由

による場合 
○

62上記以外のもの  ○

受入汚泥・生ごみ

の品質リスク 
63

受入汚泥・生ごみの質に起因する費用上昇、

事故 ○ △

一定の金額・割合等まで

は PFI 事業者が負担す

る。 

受入汚泥・生ごみ

の量の変動リスク
64

受入汚泥・生ごみの量に起因するもの 

○ △

従量制の支払い方法に

より対応する。 

一定程度を超えた場合、

従量制の単価見直しを

実施する。 

バイオガスの需

要・売買価格変動

リスク 

65

バイオガスを有効活用する場合の受入先の

需要変動、売買価格の変動に関するもの 
△ ○

社会情勢の変化等によ

り著しい変動があった

場合は協議により見直

しの可能性もある。 

発酵後汚泥の有効

活用リスク 

66

有効活用量の需要変動、売買価格の変動によ

るもの 
△ ○

社会情勢の変化等によ

り著しい変動があった

場合は協議により見直

しの可能性もある。 

67
市が直接利用する乾燥汚泥量の変動による

もの 
○

移管手続きリスク 68

事業期間の終了に伴う、業務の移管に係る諸

経費の発生、事業会社の清算に伴う評価損益

等 

 ○
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別紙-２ 位置図
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別紙-３ 敷地図
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別紙-５ 発酵後汚泥の利活用業務について

ア 発酵後汚泥は、選定事業者の提案により利活用を図ってください。 

イ 発酵後汚泥の利活用量は、選定事業者の提案によります。また、利活用する

発酵後汚泥については、利活用可能な状態で市から有価で買い取ってください。

買取価格は募集要項等において示します。 

ウ 選定事業者が利活用しない発酵後汚泥は、乾燥状況及び性状等について、市が

緑農地還元に適していると判断した場合、引取ることがあります。なお、市によ

る引取りにあたっては、以下の内容を満たすこととします。 

  ・選定事業者が事業期間中に定量的かつ継続的に発酵後汚泥を乾燥し、含水 

   率 20％以下の粒状で肥料取締法による肥料として緑農地での使用が適した 

   品質のものを生産すること。 

  ・発酵後汚泥の引取り及び引取り量について市と選定事業者が協議し、両者 

   が了承すること。 

エ 選定事業者による利活用及び市による引取りを行わない発酵後汚泥は、選定事

業者が処分するものとします。その場合、市の産業廃棄物として資源化センター

又は市の指定する場所までの運搬、積み下ろしが選定事業者の事業範囲となりま

す。発酵後汚泥は、含水率 20％以下とし、その運搬スケジュールはあらかじめ市

と協議の上、決定することとします。また、選定事業者は、産業廃棄物収集運搬

業の許可を取得する必要があります。 
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別紙-６　　実施方針説明会参加申込書

平成　年　月　日

電話番号
E-Mail

所属
氏名
 所属
氏名

電話番号
E-Mail

所属
氏名
 所属
氏名

【建設予定地への自家用車での来場希望】　　希望する ・ 希望しない　　　　（○印をすること）

実施方針に関する説明会参加申込書

豊橋市長　殿
豊橋市水道事業及び下水道事業管理者　殿

企業名

参加者（2名まで）

下記により豊橋市バイオマス資源利活用施設整備・運営事業の実施方針に関する説明会及び
現地見学会への参加を申し込みます。

【説明会】　　参加　・　不参加　　　　（○印をすること）

【現地見学会】　　参加　・　不参加　　　　（○印をすること）

企業名
代表者連絡先 

代表者連絡先 

参加者（2名まで）
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別紙-７　　質問・意見書様式

平成　年　月　日

No 資料 頁 行 対象項目 質問/意見 内容

1

2

3

4

5

6

7

8

【記載要領】
① 意見は原則としてすべて公開して回答する。
② 意見は１行につき１問とし、必要に応じて適宜行を追加すること。列の追加・移動、セルの結
合は行わないこと。
③ 一つの箇所を対象に複数の意見を行う場合には、それぞれを互いに別の意見と見なし、各々別
のセルに記載すること。
④ 別々の意見文間の相互参照を行わないこと。
⑤ 「頁」の列には、当該意見対象箇所が記載されているページ番号を半角アラビア数字で記載す
ること。
⑧ 「行」の列には、当該意見対象箇所が記載されている行が当該ページ中で上から数えて何行目
であるかを半角アラビア数字で記載すること。なお、文章中の空白行は一行とは数えない。表・図
については数えない。表・図に対する質問の場合は、行の記載は不要とし図表番号を記載するこ
と。
⑦ 「項目名」の列には、当該意見に該当する大網（章等）より記入すること（英数字、カタカナ
は全角）。
記入例）第1－１－（１）－ア
⑧「質問/意見」の列には、記載内容が質問に当たるのか意見に当たるのかを記載すること。
⑨ 資料毎に、対象箇所の順番に質問/意見を記載すること。

実施方針に関する質問・意見書

豊橋市バイオマス資源利活用施設整備・運営事業の実施方針に関する質問・意見書を提出します。

質問者

企業名
所在地

所属／担当者名

電話／ＦＡＸ

Eメール
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別紙-８　　直接対話申込書

平成　年　月　日

電話番号
E-Mail

所属
氏名
 所属
氏名
所属
氏名
 所属
氏名
 所属
氏名

※ 直接対話への参加を希望する企業ごとに提出してください。なお、本申込書を提出
する場合には、別途、対話において質問・意見を行いたい内容（様式自由）を必ず提
出してください(10問まで。)。

代表者

参加者（5名まで）

直接対話申込書

豊橋市長　殿
豊橋市水道事業及び下水道事業管理者　殿

企業名
代表者連絡先 

下記により豊橋市バイオマス資源利活用施設整備・運営事業の実施方針に関する直接対話
への参加を申し込みます。
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